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指定後の各種手続きについて 

 

◆ 変更の届出、介護給付費算定に係る体制等に関する届出 

１ 変更届出書の提出 

  指定居宅サービス事業者（介護予防も含みます。）及び指定地域密着型通所介

護事業者は、当該指定に係る事業所の名称、所在地、法人名称、運営規程等厚

生労働省令で定める事項に変更があったときは、変更のあった日から 10 日以

内に「変更届出書」の届出が必要です。「変更届出書」に必要書類を添付して届

け出てください。必要書類や届出方法は寝屋川市福祉部指導監査課のホームペ

ージで確認してください。 

  変更の内容によっては、介護保険事業所番号が変わる場合がありますので、

事前に相談してください。 

 （例） 

  ア 市町村を越えて事業所の所在地を移転した場合 

  イ 同一所在地同一名称で運営している複数の介護保険サービス事業の一部

の事業について、事業所名称を変更した場合 

【全サービス共通】 

事業所の名称又は所在地 

法人情報（名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名又は名称） 

登記事項証明書（当該サービスに関するものに限る。） 

事業所の平面図、管理者の氏名若しくは住所又は運営規程 

【サービスによって届出が必要】 

⑴ 定員 

  通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、

特定施設入居者生活介護 

⑵ 協力医療機関 

  訪問入浴介護、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護 

⑶ 福祉用具の保管、消毒方法、（委託している場合）委託先の状況 

  福祉用具貸与 
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⑷ サービス提供責任者 

  訪問介護 

⑸ 設備及び備品の概要 

  訪問入浴介護 

 

２ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書の提出 

  指定時に届け出た「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」の内容を

変更する場合（新たに加算を算定する場合や加算の区分を変更する場合等）は、

届出が必要です。算定希望月の前月の 15 日までに届け出て下さい。16 日以降

に届け出された場合は、翌々月からの算定となります。 

 （介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護については、届出があった日が月の初日であれば当該

月から、月の初日以外であればその翌月からの算定となります。 

  なお、通所介護事業所又は通所リハビリテーション事業所の大幅な定員の変

更は、「介護報酬に係る事業所規模による区分」も変更となり、介護給付費算定

に係る体制等に関する届出書の提出が必要となる場合がありますので、事前に

相談してください。 

 

◆ 廃止、休止、再開の届出 

１ 廃止（休止・再開）届出書の提出 

  指定以降に廃止、休止、再開をする場合は、「廃止（休止・再開）届出書」の

提出が必要です。 

 

２ 廃止（休止・再開）届出書の提出に伴う留意事項 

 ⑴ 休止の場合 

   事業者としての要件（指定基準）を満たさなくなった場合等で、かつ、事

業継続の意思を有する場合は、休止届出書の提出が必要です。（休止期間は最

大６か月です。） 

   利用者へのサービス提供に空白が生じないよう、利用者の希望を踏まえ他

の事業所等への引き継ぎの対応を行ってください。 
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   届出の提出期限は、休止予定日の１か月前までです。来庁対応のみの受付

で、郵送での受付はできません。あらかじめ日時をご予約の上、持参してく

ださい。 

 ⑵ 再開の場合 

   休止届出書を提出した事業者が事業を再開する場合は、再開届出書の提出

が必要です。なお、必ず再開前にご連絡いただき、来庁により再開届出書を

提出してください。 

 ⑶ 廃止の場合 

   事業を廃止する場合は、廃止届出書の提出が必要です。（指定書（又は更新

指定書）の原本を添付してください。） 

   利用者へのサービス提供に空白が生じないよう、利用者の希望を踏まえ他

の事業所等への引き継ぎの対応を行ってください。 

   届出の提出期限は、廃止予定日の１か月前までです。来庁対応のみの受付

で、郵送での受付はできません。あらかじめ日時をご予約の上、持参してく

ださい。 

 

◆ 指定の更新 

  指定事業者として事業を実施するためには、６年ごとに指定の更新が必要で

す。指定の更新を受けなければ、指定の効力を失い、介護報酬が請求できなく

なります。 

 （例） 

新規指定日 令和４年４月１日 

有効期間満了日 令和 10 年３月 31 日 

更新日 令和 10 年４月１日 

更新後の有効期間満了日 令和 16 年３月 31 日 

１ 更新の手続 

  更新手続きが必要な事業者については、寝屋川市から郵送で更新申請のご案

内を送付します。必要書類をそろえ、案内文記載の日時に来庁してください。

審査後、更新指定書を郵送にて交付します。なお、各事業者におかれましても

更新時期の把握に努めてください。 
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２ 更新に当たっての留意事項 

 ⑴ 事業者（法人にあってはその役員、開設する各事業所の管理者）が指定更

新に当たり欠格事由に該当している場合は、指定の更新が受けられません。 

 ⑵ 事業者が法人で、同一法人グループに属し、密接な関係を有する別の法人

が指定の取消し処分を受けた場合には、指定の更新が受けられない場合があ

ります。 

 ⑶ 休止中の事業所については、指定の更新が受けられません。更新申請まで

に再開届を提出し事業を再開するか、廃止届を提出する必要があります。 

 ⑷ 更新対象事業所の指定有効期間と、同一所在地で一体的に行う他の事業所

の指定有効期間を合わせることが可能です。指定有効期間を合わせる場合は、

更新申請に必要な書類に加え、申出書を提出してください。 

 

◆ 様式及び添付書類 

  変更届出書、介護給付費算定に係る体制等に関する届出書、廃止（休止・再

開）届出書の様式や添付書類等は、寝屋川市福祉部指導監査課のホームページ

に掲載しています。 

 

◆ 指定・更新に係る手数料 

  指定申請や指定更新申請の際には、手数料が必要です。（寝屋川市外の事業所

等からの手数料徴収は行いません。） 

 新規指定 更新（６年ごと） 

居宅サービス事業者 

地域密着型サービス事業者 

同時申請 

35,000 円 

30,000 円  

 

同時申請 

10,000 円 

 

 

10,000 円 

介護予防サービス事業者 

地域密着型介護予防サービス

事業者 

30,000 円 10,000 円 

指定事業者（寝屋川市指定第

１号事業） 
30,000 円 10,000 円 

居宅介護支援事業者 

介護予防支援事業者 
30,000 円 10,000 円 

 



令和３年度介護報酬改定に
おける改定事項について

経過措置中（令和６年４月１日から義務化）の事項

１ ハラスメント対策（すでに義務化）

２ 業務継続計画の策定等

３ 感染症及びまん延防止のための対策

４ 高齢者虐待の防止の推進

５ 無資格者の認知症介護基礎研修受講義務付け

今年度中に
必ず対応を！
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１ ハラスメント対策
（基準上求められるポイント）

①事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

ハラスメントの内容及びハラスメントを行ってはならない旨の方針を

明確化し、従業者に周知・啓発

②相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談窓口を

設置し、労働者に周知すること

１ ハラスメント対策

方針の作成等に当たっては、以下の資料等もご活用ください

【厚生労働省のホームページ】

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html 

【参考資料】

事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する

問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針
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２ 業務継続計画の策定等
（基準上求められるポイント）

①業務継続計画の策定（感染症発生時及び災害発生時）

②研修及び訓練（シミュレーション）の実施（年１回以上※居住系、施設

系は年２回以上）

実施に当たっては全ての従業者の参加が望ましいこと

③定期的な業務継続計画の見直し・必要に応じた変更

２ 業務継続計画の策定等
（業務継続計画に記載する事項）

①感染症に係る業務継続計画

平時からの備え

（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）

初動対応

感染拡大防止体制の確立

（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）
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２ 業務継続計画の策定等
（業務継続計画に記載する事項）

②災害に係る業務継続計画

平常時の対応

（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の

対策、必要品の備蓄等）

緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

他施設及び地域との連携

２ 業務継続計画の策定等

業務継続計画の作成に当たっては、以下の資料等もご活用ください

【厚生労働省のホームページ】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_k
oureisha/douga_00002.html 
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３ 感染症及びまん延防止のための対策
（基準上求められるポイント）

①感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の

開催（６月に１回以上※施設系は３月に１回以上）

②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

③研修及び訓練（シミュレーション）の実施（年１回以上※居住系、施設

系は年２回以上）

３ 感染症及びまん延防止のための対策
（指針に規定すべき項目）

①平常時の対策

事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策

（手洗い、標準的な予防策）等

②発生時の対応

発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村に

おける事業所関係課等の関係機関との連携、行政への報告等
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３ 感染症及びまん延防止のための対策

指針に規定するそれぞれの項目の記載内容の例については、「介護現

場における感染対策の手引き」をご参照ください

【 「介護現場における感染対策の手引き」掲載先（厚生労働省）】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_k
oureisha/taisakumatome_13635.html

４ 高齢者虐待の防止の推進
（基準上求められるポイント）

①虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、

その結果を従業者に周知徹底

②虐待防止のための指針の整備

③虐待防止のための研修を定期的に実施（年１回以上※居住系、施設

系は年２回以上）

④①から③の措置を適切に実施するための担当者を置くこと

これらの事項は体制整備を行った上で、運営規程に規定が必要
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４ 高齢者虐待の防止の推進
（指針に盛り込むべき項目）

事業所における虐待の防止に関する基本的考え方

虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

成年後見制度の利用支援に関する事項

虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

その他虐待の防止の推進のために必要な事項

５ 無資格者の認知症介護基礎研修受講義務付け
（基準上求められるポイント）

介護に直接携わる職員のうち、

医療・福祉関係の資格を有さない者について

「認知症介護基礎研修」 を受講するための措置を義務付け

新たに採用した従業者（医療・福祉関係の資格を有さない者に限る）

については、 採用後１年を経過するまでに受講させること

当該研修の受講に係る詳細については、次頁参照
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令和３年度の介護報酬改定において、介護に直接携わるすべての職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さ

ない方について、認知症介護基礎研修を受講することが義務付けられました。３年の経過措置期間が設けら

れていますが、令和６年３月３１日を以って経過措置期間が終了しますので、介護事業所は対象者の受講に

ついてご対応をお願いします。 

 

◆認知症介護基礎研修とは 

 認知症の人への介護に求められる基本的な理解や対応方法を習得するための研修です。 大阪府では e ラー

ニングによる研修形式を導入しており、パソコンやスマートフォン等で 24 時間いつでも受講可能です。 

 

◆対象者 

 府内に所在するすべての介護サービス事業所において、介護に直接携わる職員の方全員です。但し、以下の

受講義務が免除となる方は受講対象外です。 

【受講義務が免除となる方】 

〇次のいずれかの資格を有している。  

看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助

従事者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社会福祉

士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、

あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師、柔道整復師、福祉用具専門員、歯科衛生士 

〇次のいずれかの条件に該当する。  

・認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認知症介護に係る研修を

修了した者  

・養成施設で認知症に係る科目を受講した者（卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体が認

知症に係る科目を受講していることが確認できること。）  

・福祉系高校で認知症に係る科目を受講した者（卒業証明書が確認できること。） 

 

◆受講方法について 

申込方法や受講の流れなどについては、大阪府 HPをご覧いただき、 

指定研修法人の申し込み用 URL より直接お申込みください。 

             大阪府 HP認知症介護基礎研修について⇒ 

◆問い合わせ先 

大阪府 福祉部 高齢介護室 介護支援課 認知症・医介連携グループ 

電話：０６－６９４４―７０９８ 

 

介護事業所長の皆様へ 

大阪府認知症介護基礎研修のご案内 

       令和６年３月３１日までに無資格者に受講いただくようお願いします 

 

 
Ⓒ2014 大阪府もずやん 



 

事 務 連 絡 

令和５年５月１日 

 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主幹部（局） 御中 

  中 核 市   

 

厚生労働省老健局 高 齢 者 支 援 課 

厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 

厚生労働省老健局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う人員基準等に関

する臨時的な取扱いについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱

いについては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策

推進室ほか連名事務連絡）等別紙１に掲げる一連の事務連絡（以下「コロナ特例事務

連絡」という。なお、本事務連絡における、各コロナ特例事務連絡の呼称は別紙１を

参照すること。）でお示ししているところである。 

今回、コロナ特例事務連絡における人員基準等の臨時的な取扱いについて、新型コ

ロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の「感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律」（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）

上の位置づけの変更後（令和５年５月８日以降）においては、下記のとおりに分類さ

れた対応によりそれぞれ取り扱うこととしたので（一覧は別紙２参照）、その取扱いに

遺漏のないよう、貴管内市町村、介護サービス事業所等に対し周知徹底を図られたい。 

なお、下記の取扱いについては、位置づけ変更後の状況等を踏まえて見直しを行う

場合があることを承知されたい。 

 

記 

 

１ 利用者や従事者等において新型コロナ感染者が発生した際にも、安定的にサービ

ス提供を行うための臨時的な取扱いや、ワクチン接種の促進のための臨時的な取扱

いについては、当面の間継続する。 

5
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２ 引き続き感染対策を行いながら必要なサービスを提供する観点及び新型コロナの

位置づけ変更やオンラインによる研修環境の改善等を踏まえ、より合理的な取扱い

に見直すことが適当なものについては、以下の通りの見直しを行った上で臨時的な

取扱いを継続する。 

 

２－（１） 人員基準等の緩和に係る臨時的な取扱いについては、利用者や従事者

（同居する家族を含む）に新型コロナ感染者（又はその疑いがある者）が発生した

場合において、柔軟な取扱いを継続する。 

 

２－（２） 研修に係る臨時的な取扱いについては、実習・実地研修に限り、新型コ

ロナの影響により未受講の場合に、基準違反・減算としない取扱いを継続する。 

 

３ 新型コロナの感染症法上の位置づけ変更に伴い、各種制限が緩和されることを踏

まえ、臨時的な取扱いがなくても必要なサービスを提供することが可能と考えられ

るものについては、当該臨時的な取扱いを令和５年５月７日をもって終了する。 

 ※位置づけ変更前に既に取扱いを終了しているものを含む 

※コロナ特例事務連絡としては終了するが、他の事務連絡等により従前と同様の取

扱いが可能であるものを含む 

 

以上が位置づけ変更後における対応となるが、介護保険事業の健全かつ円滑な運営

のため、当面の間継続する又は必要な見直しを行った上で継続する臨時的な取扱いの

適用は、新型コロナ感染者（又はその疑いがある者）の発生やサービスの継続に必要

な新型コロナの感染対策の実施等により、通常必要なサービスの提供に影響があった

場合に厳に限るよう留意するとともに、各介護サービス事業所等において適切な運用

がなされるよう、貴担当主幹部（局）において十分な監督を行うこと。 

 

以上 

6

別紙１については、容量が大きいため資料掲載を控えさせていただきますが、
過去に発出したコロナ特例の事務連絡（第１報～第27報）を一冊にまとめたもの
となりますので、以下の厚生労働省ホームぺージから、ご確認をお願いいたします。
【厚生労働省ホームページ】
https://www.mhlw.go.jp/content/001093400.pdf
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介

護
サ

ー
ビ

ス
情

報
の

公
表

制
度
に

つ
い
て

 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
と
は
、
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
利
用
者
や
そ
の
家
族
等
が
適
切
に
サ
ー

ビ
ス

を
選

択
で

き
る

機
会
を

提
供

す
る

た
め

に
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
か
ら

報
告

が
あ

っ
た

事
業

所
・
施
設
の
情
報
を
、
国
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
提
供
す
る
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
公
表
シ
ス
テ
ム
」

に
お
い
て
公
表
す
る
制
度
で
す
。

 

介
護
保
険
法
第

11
5
条
の

35
に
よ
り
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
に
は
報
告
の
義

務
が
課
せ
ら
れ
て

い
ま
す
。

 

   

 ■
 

介
護
サ
ー
ビ
ス

情
報

の
公

表
対

象
事

業
者

 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
は
、
毎
年
度
、
大
阪
府
が
策
定
す
る
計
画

に
基
づ

き
実
施
さ

れ
ま

す
。
 

報
告
対
象
事
業
者
は
、
自
ら
の
責
任
に
お
い
て
適
正
な
報
告
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
 

【
報
告
対
象
事
業
者
】
 

①
 
計
画
に
定
め
る
基
準
日
前
の

1
年
間
に
お
い
て
、
提
供
を
行
っ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
対
価
と
し
て

支
払
い
を
受
け
た
金
額
が

1
0
0
万
円
を
超
え
る
事
業
者

 

②
 
新
規
に
指
定
又
は
許
可
を
受
け
て
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
事
業
者

 

 ■
 

情
報
公
表
手

数
料

 

１
サ
ー
ビ
ス
に
つ
き

2
,0
00

円
の
手
数
料
が
必
要
で
す
。
 

大
阪
市
、
堺
市
も
同
額
で
す
。
（
令
和
４
年
４
月
現
在
）
 

 ■
 

公
表
事
務
の

流
れ

 

①
 
７
月
か
ら

1
0
月
に
か
け
て
順
次
、
大
阪
府
指
定
情
報
公
表
セ
ン
タ
ー
か
ら
報
告
対
象
事
業
者
に
、

情
報
を
入
力
す
る
た
め
に
必
要
な
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
を
記
載
し
た
通
知

文
書
、
手
数
料
の
払
込

票
等
を
送
付
し
ま
す
。

 

②
 
報
告
対
象
事
業
者
は
、
公
表
シ
ス
テ
ム
に
ロ
グ
イ
ン
し
、
情
報
を
入
力
し
、
期
限
ま
で
に
報
告
を

完
了
し
ま
す
。
併
せ
て
、
送
付
さ
れ
た
払
込
票
に
よ
り
、
コ
ン
ビ
ニ
で
手
数
料
を
納
付
し
ま
す
。

 

③
 
指
定
情
報
公
表
セ
ン
タ
ー
で
の
手
数
料
の
入
金
及
び
報
告
内
容
の
確
認
が
完
了
す
る
と
、
公
表
シ

ス
テ
ム
上
で
報
告
内
容
が
公
表
さ
れ
ま
す
。

 

※
報
告
対
象
事
業
者
に
は
通
知
文
書
が
送
付
さ
れ
ま
す
の
で
、
届
か
な
か
っ
た
事
業
者
は
報
告
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
指
定
情
報
公
表
セ
ン
タ
ー
に
自
ら
申
請
し
、
手
数
料
を
納
付
す
る
こ

と
に
よ
り
、
公
表
シ
ス
テ
ム
上
で
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
 

こ
こ
で
は
大
阪
府
の
取
扱
い
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。
 

政
令
指
定
都
市
（
大
阪
市
、
堺
市
）
に
所
在
す
る
事
業
所
、
施
設
に
つ
い
て
は
、
両
市
が
情
報

公
表
事
務
の
権
限
を
有
し
て
い
ま
す
の
で
、
取
扱
い
が
異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

  詳
し
く
は
大
阪
府
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
御
覧
く
だ
さ
い
。

 

h
tt

p:
//w

w
w

.p
re

f.o
sa
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.jp
/ji

gy
os

h
id

o/
ko

hy
o_
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de

x.
h

tm
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利
用

者
及

び
そ

の
家

族
等

 

介
護

サ
ー

ビ
ス

情
報

公
表

シ
ス

テ
ム

 

 
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
施
設
情
報
の

 
閲
覧
・
比
較
、
選
択
 

大
阪

府
指

定
情

報
公

表
セ

ン
タ

ー
 

（
民

間
事

業
者

）
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
 

②
情
報
の
入
力
(
報
告
)
 

 

②
情
報
公
表
手
数
料
の
納
付
 

 

公 表 手 数 料 の 払 込 み  

大
阪

府
 

公 表 事 務 の 委 託  

①
Ｉ

Ｄ
・
ﾊ
ﾟｽ
ﾜ
ｰﾄ
ﾞ
の
発

行
 

③
情

報
の
確

認
・
 

公
表

 

介
護

サ
ー

ビ
ス

情
報

の
公

表
の

流
れ
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社会福祉士及び介護福祉士法に基づき介護職員による喀痰吸引等（喀痰吸引や経

管栄養）を実施する場合には、利用者の安全のため、次の点に注意し、適切に実施

してください。 

 

１．登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者） 

 

 

 

 

（注）事業者登録申請日当日の喀痰吸引等は原則実施できません。必要な体制、書

類等を準備し、余裕をもって申請してください。 

※登録喀痰吸引等事業者・・・介護福祉士が喀痰吸引等を行う事業者で、介護福祉士に

対する実地研修が実施できる事業者 

※登録特定行為事業者・・・・認定特定行為業務従事者（「認定証」を持った介護職員）

が特定行為（喀痰吸引等）を行う事業者 

 

２ 喀痰吸引等を実施できる介護職員 

 

 

  

 

（注）特別養護老人ホーム等における経過措置による認定者は胃ろうによる経管

栄養の接続、注入はできません。 

 

喀痰吸引等（特定行為）の実施に当たっては、適切な業務運営がなされるよう、

定期的（年 1 回以上）に自主点検を行い、その結果の保存をお願いします。詳しく

は大阪府のホームページを御覧ください。 

【高齢介護室 喀痰吸引等業務登録申請についてのお知らせ】 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koreishisetsu/tankyuin_futokutei/ 

                                          

《相談・受付窓口（高齢者福祉サービスに関するもの）》 

大阪府福祉部高齢介護室施設指導グループ 喀痰吸引等事業担当 

☎06-6941-0351 内線 4495 

介護職員による喀痰吸引等を実施する際の注意事項 

 

◎喀痰吸引等行為を実施する場合は、事業者登録が必要です 

◎社会福祉士及び介護福祉士法に定められた要件に従って実施する必要が 

あります 

◎登録研修機関等において一定の研修を受け、都道府県による認定を受け

た職員 

◎公益財団法人社会福祉振興・試験センターで喀痰吸引等行為の登録を行

った介護福祉士 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koreishisetsu/tankyuin_futokutei/


 
 

「
生
活

保
護
法

に
基

づ
く

介
護
に

つ
い
て
」
（
居

宅
）
R5

.
4
月
版

 

大
阪
府
福
祉
部
地
域
福
祉
推
進
室
社
会
援
護
課

 

１
 
生
活
保
護
法
と
は
 

  
 
憲
法
第
２
５
条
に
は
「
す
べ
て
国
民
は
、
健

康
で
文

化
的
な

最
低
限

度
の
生

活
を
営
む
権
利
を
有
す
る
。
国

は
、
す
べ

て
の
生

活
部
面

に
つ
い

て
、
社

会
福

祉
、
社

会
保
障

及
び
公

衆
衛
生

の
向

上
及
び

増
進
に

努
め
な

け

れ
ば

な
ら
な

い
」
と

あ
り
ま

す
。

 
 
 
生
活
保
護
法
は
、
こ
の
憲
法
の
理
念
に
基
づ
い
て
、
国
が
生

活
に
困

窮
す
る

す
べ
て

の
国
民
に
対
し
、
そ

の

困
窮

の
程
度

に
応
じ

て
必
要

な
保
護

を
行
い

、
最
低

限
度
の

生
活
を

保
障
す

る
と
と

も
に
、
そ
の
自

立
を
助

長

す
る

こ
と
を

目
的
と

し
て
い

ま
す
。

 
 ２
 
介
護
機
関
の
指
定
に
つ
い
て
 

 

（
１
）
 
指
定
介
護
機
関
と
は
、
生
活

保
護
法

に
よ
る

介
護
扶

助
を
行

う
た
め

、
介
護
を

担
当
す

る
機
関

を
い

い
、
都
道

府
県
知

事
、
政

令
市
ま

た
は
中

核
市
の

市
長
が

管
内
の

事
業
者

に
つ
い

て
、
そ

の
事
業

ご
と

に
指
定
し
ま
す
。

 
 

（
２
）
 
平
成

2
6
年
７

月
1
日
以
降

に
介

護
保
険

法
の
指

定
を
受

け
た
事

業
者
は

、
生
活

保
護
法

等
に
よ

る

指
定

を
受

け
た

も
の

と
み

な
さ

れ
る

こ
と

に
な

り
ま

し
た

（
み

な
し

指
定

）。
よ
っ

て
改

め
て

指
定

申

請
を
行
う
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
み
な
し

指
定
が

不
要
な

場
合
は

、
別
段

の
申
出

を
行
う

必
要

が
あ
り
ま
す
。

 
 

（
３
）
 
平
成

2
6
年

６
月

3
0
日
ま
で

に
介

護
保
険

法
の
指

定
を
受

け
た

事
業
に

つ
い
て

、
平
成

2
6
年
７

月

１
日
以
降
、
新

た
に
生

活
保
護

法
等
の

指
定
を

受
け
る

場
合
は

、
生
活
保

護
法
指

定
介
護

機
関
の

指
定

申
請
が
必
要
で
す
（
み
な
し
指
定
と
は
な
り
ま
せ
ん
）
。
 

 
（
４
）
 
介
護
予
防
訪
問
介
護
、
介
護
予

防
通
所

介
護
、
介
護
予

防
支
援

の
事
業

者
は
、
介
護
保

険
法
上

平
成

2
7

年
４
月

１
日

に
お

い
て

、
新

し
い

総
合

事
業

（
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援
総

合
事
業

）
の

指
定

を
受
け
た
と
み
な
さ
れ
た
時
に
、
生
活
保

護
法
の

指
定
介

護
機
関

の
指
定

を
受
け

た
も
の

と
み
な

さ
れ

て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て

、
み
な

し
指
定

さ
れ
た

新
し
い

総
合
事

業
の
指

定
事
業

者
は
、
生
活
保

護
法

 
 
 

 
の
指

定
申
請

を
す
る

必
要
は

あ
り
ま

せ
ん
。

 
 

（
５
）
 
全
て
の
生
活
保
護
法
等
指
定
介
護
機
関
（
み
な

し
指

定
を
含

む
）
は

、
事

業
者
・
事
業

所
の
名

称
・

住
所
の
変
更
等
、
生
活
保
護
法
施
行
規
則
第

1
4
条
に
規

定
さ
れ

て
い
る

事
項
に

変
更
等

が
あ
っ

た
場

合
は
、
介
護
保
険
法
だ
け
で
な
く
生
活
保
護
法
に
お
い
て
も
別
に
変
更
等
の
届
出
が
必
要
で
す
。

 
※
変
更
届
等
の
書
類
を
記
入
す
る
際
は
、
事
業

所
及
び

事
業
者

の
名
称

等
、
代
表

者
及
び

管
理
者

の
氏

 
名
等

、
所
在

地
及
び

郵
便
番

号
、
介

護
事
業

者
番
号

等
に
つ

い
て
介

護
保
険

法
で
の

届
出
書

の
内

 
容
と

相
違
が

な
い
か

、
誓
約

書
が
指

定
介
護

機
関
用

の
様
式

に
な
っ

て
い
る

か
（
指

定
医
療

機
関

 
用
の

様
式
も

あ
り
ま

す
の
で

間
違
わ

な
い
で

下
さ
い

）
等
を

必
ず
ご

確
認
下

さ
い
。

 
 
 
 
 
※
申
請
や
変
更
、
廃
止
届
等
に
関
す
る
詳
細
に
つ
い
て
は
下
記
の

U
R

L
か
ら

確
認
で

き
ま
す

の
で

 
記
入

前
に
必

ず
ご
確

認
下
さ

い
。

 
U

R
L
：

h
tt

ps
://

w
w

w
.p

re
f.

os
ak

a.
lg

.jp
/s

h
ak

ai
en

go
/2

60
32

5k
ai

go
si

te
to

p/
in

de
x.

ht
m

l 
   

 
 ３
 
指
定
介
護
機
関
の
義
務
（
生
活
保
護
法
第
５
０
条
）
 

 

（
１

）
生
活

保
護
法

の
規
定

に
よ
り

指
定
を

受
け
た

介
護
機

関
は
、
厚
生
労

働
大
臣

の
定
め

る
と
こ

ろ
（
指

定

介
護

機
関
介

護
担
当

規
程
）
に
よ

り
、
懇

切
丁

寧
に
被

保
護
者

の
介
護

を
担
当

し
な
け

れ
ば
な

り
ま
せ

ん
。

 
 （
２

）
指
定
介

護
機
関

は
、
被
保

護
者
の

介
護
に

つ
い
て

、
厚
生
労

働
大
臣

又
は
都

道
府
県

知
事
、
政

令
市
及

び
中

核
市
の

市
長
の

行
う
指

示
に
従

わ
な
け

れ
ば
な

り
ま
せ

ん
。

 
 ４
 
指
定
介
護
機
関
に
お
け
る
留
意
事
項
 

 

（
１
）
介
護
扶

助
は
サ

ー
ビ
ス

を
受
け

る
保
護

受
給
者

の
生
活

保
護
を

実
施
し

て
い
る

福
祉
事

務
所
か

ら
委
託

さ
れ

る
こ
と

に
よ

り
現

物
給

付
し

て
い
た

だ
く

こ
と

に
な

り
ま

す
。
福

祉
事

務
所

か
ら

送
付
さ

れ
る

介

護
券

を
確
認

の
う
え

サ
ー
ビ

ス
を
行

っ
て
く

だ
さ
い

。（
受
給

者
番
号

、
有
効
期

間
、
本
人
支

払
額
等

の

確
認

）
 

 （
２
）
介
護
券
か
ら
レ
セ
プ
ト
（
介
護
給
付

費
明
細

書
）

へ
必

要
事

項
の

転
記

を
正

確
に

行
っ

て
く
だ

さ
い

。
 

 （
３
）
介
護

券
に
つ

い
て
は

、
福

祉
事
務

所
に
お

け
る
レ

セ
プ
ト

の
点
検

が
終
了

す
る
ま

で
（

6
ヶ
月
間
）
保

管
し
て
く
だ
さ
い
。
点
検
終
了
後
は
介
護
機
関
に
お
い
て
適
正
な
処
分
を
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 （
４
）
介
護
券
に
本
人
支
払
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
本

人
か
ら
当
該
金
額
を
徴
収
し
、
残

額
を
介

護
報
酬

と
し
て
大
阪
府
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
（
国
保
連
）
に
請
求
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
 
居
宅
介
護
の
場
合
の
本
人
支
払
額
の
上
限
は
、
1
5,
0
00

円
で
す
。
も

し
、
本
人
支

払
額
の

全
額
が

徴
収

で
き

な
い
場

合
は
、

速
や
か

に
福

祉
事
務

所
へ
連

絡
の
う

え
調
整

を
お
願

い
し
ま

す
。

 
 （
５
）
生

活
保
護

制
度
に

お
い
て

は
最
低

限
度
の

生
活
の

保
障
と

い
う
観

点
か
ら

、
介
護
保
険
の
対
象
と
な
る

範
囲
に
つ
い
て
の
み
給
付
を
行
い
ま
す
。
な
お
、
平
成

27
年

度
か
ら

は
新
し

い
介
護
予
防
・
日
常
生

活
支
援
総
合
事
業
の
う
ち
、
介
護

予
防
・
生
活

支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
つ
い
て
も
給
付
対
象
と
な
っ
て

い
ま
す
。

 
 （
６
）
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
指
定
事
業
者
が
実
施
す
る
場
合
は
介
護
券
を
発
券
し
ま
す
。
ま
た

委
託

、
補

助
（

助
成
）
、

直
接

実
施
の

方
法
に

よ
る

場
合

は
、
償

還
払

い
又

は
被

保
護

者
か

ら
の

請
求

に
基
づ
く
福
祉
事
務
所
か
ら
の
代
理
納
付
と
な
り
ま
す
。

 
 （
７
）
都
道
府
県
、
政
令
市
及
び
中
核
市
は
、
被
保
護

者
の
処

遇
が
効
果
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
福
祉
事
務
所
と

指
定
介
護
機
関
相
互
の
協
力
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
を
主
眼
と
し
て
、
指
定
介

護
機
関

個
別
指

導
を
行

っ
て
い
ま
す
。
被

保
護
者

の
介
護

サ
ー
ビ

ス
の
給

付
に
関

す
る
事

務
及
び

給
付
状

況
（
介
護
扶
助
に
対

す
る
理
解
・
報
酬
請
求
に
つ
い
て
）
等
に
つ
い
て
介
護
記
録
そ
の
他
の
帳
簿
書
類
等
を
閲
覧
し
、
懇
談

形
式
で
実
施
し
ま
す
の
で
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

 （
８
）
生

活
保
護

法
に
よ

る
指
定

を
受
け

る
際
、
同
時
に
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永

住
帰

国
し

た
中

国
残
留

邦
人
等

及
び
特

定
配

偶
者

の
自
立

の
支
援

に
関
す

る
法

律
（

以
下
、
「

中
国
残

留
邦
人
等
支
援
法
」
と
い
う
）
に
よ
る
指
定
も
受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
中

国
残
留

邦
人
等

支
援
法

に
か
か
る
介
護
支
援
給
付
は
生
活
保
護
の
介
護
扶
助
に
準
じ
た
方
法
で
実
施
さ
れ
ま
す
が
、
詳

細
に
つ

い
て

は
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

る
受

給
者

の
支

援
給

付
を

実
施

し
て

い
る

福
祉

事
務

所
へ

ご
確

認
く

だ
さ

い
。
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（
参
考
）

 
【
介
護

扶
助

制
度

の
概

要
】

 
  

６
５
歳
以
上
介
護
保
険
被
保
険
者

 

（
第
１
号

被
保

険
者

）
 

４
０

歳
以

上
６

５
歳

未
満

 

 

介
護
保

険
被
保
険
者
（
第
２
号
被
保
険
者
）

 
被

保
険

者
以

外
の

者
 

（
2
号

み
な

し
）

 

給  付  対  象  者  

 ○
要
介

護
者

 
特

に
介
護

を
必
要
と

す
る

 
状

態
 

 
 ○

要
支

援
者

 
介

護
の

必
要

は
な

い
が

、
日

常

生
活
に
支
援
が
必
要
な
状
態

 
 

○
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
該
当
者

 
 
要
介
護
ま
た
は
要
支
援
状
態
と

な
る
可

能
性
の
高
い
状
態

 

  ○
介

護
保

険
法

施
行

令
第

２
条

各
号

の
特

定
疾

病
 (
老

化
が

原
因

と
さ

れ

る
病

気
)に

よ
り
要
介

護
状
態

ま
た
は
要
支

援
状

態
に

な
っ
た

者
。

 

 

保  険  料  

 ○
保

険
料
は
各
市

町
村

ご
と

に
 

  
所
得

別
に

設
定

さ
れ
る
が

、
 

  
生
活

保
護

で
は

、
最
も
低

い
 

  
段
階

が
適

用
さ

れ
る
。

 

 ○
保

険
料
は
加
入

し
て

い
る
医

療
保

険
者

 
ご
と
に
所
得
額
に
応
じ
て
設
定
さ
れ
る
。

 ○
介

護
保

険
の

被
保

険
者

で
は

な
い

た
め

、
保

険
料

の
負

担
は

な
い

。
 

納  付  方  法  

 ○
市

町
村
が
徴
収

(普
通

徴
収

) 
 ○

月
１

万
５

千
円

以
上
の

 
老

齢
基
礎
年
金

等
受

給
者
は

 
年

金
か
ら

の
天

引
き

(特
別
徴

収
)  

 ○
加

入
し
て
い
る

医
療

保
険
の

保
険

料
と

 
一

括
し
て
徴
収

 
 （

健
保

の
被

扶
養

者
は
、
医

療
保
険

被
保

険
者

全
体
で

負
担
す
る

の
で
、

直
接

負

担
は

な
い
）

 

 
 【
介
護

扶
助

の
内

容
】

 
介
護

扶
助
の

部
分
を

公
費
（

生
活

保
護
：

公
費
法

別
番
号

12
）

に
て
給

付
し
ま

す
。

 
 （
１
）
介
護
保
険
被
保
険
者
（
第
１
号
被
保
険
者
及
び
第
２
号
被
保
険
者
）

 
 
 
居
宅
サ
ー
ビ
ス

 

介
護

保
険

給
付

（
９

割
）
 

介
護

扶
助

（
１

割
）
 

  
 

（
２
）
被
保
険
者
以
外
の
者
（
２
号
み
な
し
）

 
 
 
居
宅
サ
ー
ビ
ス

 

介
 
護

 
扶
 

助
（
1
0
割
）
 

  
 
 
 

  
 

 
 
 

 
介
 

護
 

サ
 
ー

 
ビ
 

ス
 

  
 

 
※
 
介

護
扶

助
と
「

障
害
者

の
日
常

生
活
及

び
社

会
生
活

を
総

合
的

に
支

援
す
る

た
め

の
法

律
」

に
基
づ

く
自

立
支

援
給
付

等
と
の

適
用
関

係
等

に
つ
い

て
 

2
号
み

な
し
の

方
に
つ

い
て
は

、
「
障
害

者
の
日

常
生
活

及
び
社

会
生
活

を
総
合

的
に
支

援
す
る

た
め
の

法

律
」
の
自
立
支
援
給
付
等
が
生
活
保
護
の
介
護
扶
助
に
優
先
し
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
介
 
護

 
サ
 

ー
 
ビ

 
ス

 

 末
期
が
ん
（
医
師
が
判
断
し
た
者

に
限
る
）
、
関
節
リ
ウ
マ
チ
、

 
筋
萎
縮
性
側
索
硬
化
症
、
後
縦
靭

帯
骨
化
症
、
骨

折
を
伴
う
骨
粗
鬆
症
、

 
初
老
期
に
お
け
る
認
知
症
、
進
行

性
核
上
性
麻
痺

、
 

大
脳
皮
質
基
底
核
変
性
症
及
び
パ

ー
キ
ン
ソ
ン
病

、
脊
髄
小
脳
変
性
症
、

 
脊
柱
管
狭
窄
症
、
早
老
症
、
多
系

統
萎
縮
症
、
糖

尿
病
性
神
経
障
害
、

 
糖
尿
病
性
腎
症
及
び
糖
尿
病
性
網

膜
症
、
脳
血
管
疾
患

(外
傷
性
を
除

く
)、

 
閉
塞
性
動
脈
硬
化
症
、
慢
性
閉
塞

性
肺
疾
患
、

 
両
側
の
膝
関
節
又
は
股
関
節
に
著

し
い
変
形
を
伴

う
変
形
性
関
節
症

 

特
定
疾
病

 

 
 

  
指

定
介

護
機

関
に
関
す

る
お

問
い

合
わ

せ
先

 

 （
大
阪
府
）
※
政
令
市
・
中
核
市
を
除
く

 
 

◎
指
定

介
護
機
関
に
関
す
る
情
報
を

下
記
の
大
阪
府

ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
提
供
し
て
い
ま
す
。
ご

留
意
い
た
だ
く

と
と
も
に
、
お
問
い
合
わ
せ
い
た
だ
く
前
に
は
、
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

 
※
政
令

市
＜
大
阪
市
・
堺
市
＞

・
中
核

市
＜
高
槻
市
・
東
大

阪
市
・

豊
中
市
・
枚
方
市
・

八
尾
市

・
寝

屋

川
市
・
吹

田
市
＞
に
所

在
す
る

事
業
所

の
指
定
に
つ

い
て
は

各
当
該

市
が
指
定
し

て
い
ま

す
の
で

、
そ

ち
ら
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い

。
下
記

U
R

L
先
に
、
各
政
令
中
核
市
の
お
問
い
合
わ
せ
先
を
ご
案
内

し
て
お
り
ま
す
。

 
 
「
大
阪
府
 
生
活
保
護
法
指
定
介
護
機
関
の
申
請
等
に
つ
い
て
」

 
h

tt
p:

//w
w

w
.p

re
f.o

sa
ka

.lg
.jp

/s
h

ak
ai

en
go

/2
60

32
5k

ai
go

si
te

to
p/

in
de

x.
h

tm
l 

※
大
阪
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
部
の
検
索
バ
ー
よ
り
「
生
活
保
護
 
介
護
機
関
」
で
ご
検
索
く
だ
さ
い
。

 
 

大
阪
府
福
祉
部
地
域
福
祉
推
進
室
社
会
援
護
課
生
活
保
護
審
査
・
指
導
グ
ル
ー
プ
 
電
話
番
号
 

06
-6

94
4-

66
66
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訪問看護ステーションの皆さま 

 

厚生労働省 近畿厚生局指導監査課 

 

 

訪問看護ステーション（医療保険）の取扱いに関する留意点について 

 

平素から、社会保険医療行政の推進に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、訪問看護事業者が介護保険法の指定を受けたときは、原則、健康保険法の指定も受

けたものとみなされますので、次の点にご留意願います。 

 

★ 訪問看護ステーションの適切な運営にご協力をお願いいたします。 

〇 ステーションが遵守すべき事項は、「「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準

について」の一部改正について」（令和４年３月４日保発 030４第４号厚生労働省保険局

長通知）に定められています。 

〇 厚生労働省のホームページにて、上記通知名をサイト内検索してご確認の上、引き続き

ステーションの適切な運営にご協力をお願いいたします。 

 

★ 訪問看護療養費の適切な請求をお願いいたします。 

〇 ステーションの算定に関する留意事項は、「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の

額の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和４年３月４日保発０３０

４第３号厚生労働省保険局長通知）に定められています。 

〇 留意事項や請求に関する詳細については通知に記載がありますので、厚生労働省のホー

ムページにて、上記通知名をサイト内検索してご確認の上、訪問看護療養費の適切な請求

をお願いいたします。 

 

★ 介護保険に係る届出とは別に、近畿厚生局へ届出が必要な場合があります。 

〇 届け出した内容に変更があった場合や基準が設けられた項目を算定する場合は、市町村

（介護保険）への届出とは別に、近畿厚生局（医療保険）にも届出が必要です。 

（詳細は裏面をご参照ください。） 

 

届出様式は、近畿厚生局のホームページに掲載しています。 

近畿厚生局ホームページ（https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/index.html） 

→ 保険医療機関・薬局、訪看関係（お知らせ、手続のご案内） → 訪問看護事業者の方へ 

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/index.html
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近畿厚生局から医療保険の届出に関するお知らせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 管理者以外の職員に係る変更（採用、退職、死亡、氏名変更）については、令和

２年４月１日から届出が不要となりました。 

※ ステーションを休止・廃止・再開する場合は「訪問看護事業の休止・廃止・再開

届」を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【照会先】厚生労働省 近畿厚生局指導監査課 

○ 施設基準の届出について             06-7663-766３（施設基準グループ） 

○ 指定、届出事項の変更の届出について       06-7663-7664（審査グループ） 

○ 訪問看護療養費の算定について           06-7663-7665（指導第１グループ） 

次に該当したときは、速やかに「訪問看護事業変更届」

の提出をお願いします。 
  ① 訪問看護ステーションの名称・所在地の変更 

  ② 開設者(法人等)の名称・所在地の変更 

  ③ 法人等の代表者の氏名・住所の変更 

  ④ 法人等の定款・寄附行為・条例の変更 

  ⑤ 法人等が他に開設している介護老人保健施設等の名称・所在地・施設内容の変更、廃止 

  ⑥ 管理者の変更(交替)、氏名・住所の変更 

  ⑦ 運営規程の変更

「訪問看護事業変更届」について 

次の項目を算定する場合は、事前に届出が必要です。 
  ○ 精神科訪問看護基本療養費 

  ○ 24 時間対応体制加算 

  ○ 特別管理加算 

  ○ 訪問看護基本療養費の注２及び注４に規定する専門の研修を受けた看護師 

  ○ 精神科複数回訪問加算 

  ○ 精神科重症患者支援管理連携加算 

  ○ 機能強化型訪問看護管理療養費１・２・３ 

  ○ 専門管理加算 

  ○ 遠隔死亡診断補助加算 

基準の届出について 
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資料３ 
 

利用者や従業者等の生命及び健康保持並びにサービスの質の向上のための参考資料 

 

１．新型コロナウイルス感染症関連 

・withコロナにおける対応や備え・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・107 

  ・社会福祉施設等向け新型コロナウイルス感染症対応早わかりブック・・・・・ 108～117 

  ・高齢者施設等への新規入所者における入所時の検査について・・・・・・・・・118～121 

  ・介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等・・・・・・・・・・・・・・122 

 

２．サービス利用者に関すること 

・肺炎球菌ワクチン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123 

・HIV／エイズ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・124 

  ・ノロウイルス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・125 

  ・インフルエンザ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・126 

  ・腸管出血性大腸菌（O１５７等）感染症・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・127 

  ・結核・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128 

  ・レジオネラ症・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・129 

  ・熱中症・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・130～131 

  ・暑さ対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・132 

  ・地域支援スーパーバイズ事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・133 

  ・ヤングケアラー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134 

  ・大阪府 みんなの人生会議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・135～139 

  ・福祉サービス苦情解決制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・140 

 

３．事業所の労働環境に関すること 

  ・ＩＣＴ導入支援事業、介護ロボット導入活用支援事業・・・・・・・・ ・・・・・・141 

  ・介護事業者が抱える悩みに関する無料相談・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・142 

  ・無料講師派遣・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143 

  ・大阪府労働環境改善事業・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144 

 

（次ページへ続く）  

                                  

４．事業所の運営に関すること 


